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平成２５年度 事業報告及び収支決算 

 

 

【平成２５年度 事業報告書】 

 

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法 

（以下「再生可能エネルギー法」という）に基づく費用負担調整機関事業 

 

当機構は、再生可能エネルギー法第１７条から第２８条に定められた費用負担調整機関の

業務を行う指定法人として、平成２４年３月１９日に指定を受け事業を開始しました。 

同事業については、実質的には平成２４年４月から具体的な準備作業が始まり、同年７月

から、同法に基づく費用負担調整機関の業務を開始いたしました。 

平成２５年度においても、引き続き、同法に基づく費用負担調整機関の業務を実施いたし

ました。 

 

１．再生可能エネルギー固定価格買取制度の実施 

 

当機構は、平成２４年７月１日から、再生可能エネルギー法１９条２項に基づく費用負担

調整機関業務として以下の内容を実施しております。 

①電気事業者から納付金を徴収し、その管理を行う業務 

②電気事業者に対し交付金を交付する業務 

③上記「①」及び「②」の業務に附帯する業務  

具体的な今年度の納付金、交付金、補助金の取扱実績額（合計額）は以下の通りとなって

います。 

   ①納付金 ２４６，２２３，８２０，６８５円 

②交付金 ２９９，９１５，１９４，１７５円 

   ③補助金  １８，３８１，８０６，４９２円 

 

 

２．平成２５年度再生可能エネルギー固定価格買取制度施行事業費補助金 

 

再生可能エネルギー法に基づく費用負担調整機関事業に関連して、平成２５年度には再生

可能エネルギー固定買取制度施行事業費補助金として、約１８４億円が交付されました。 

同補助金を再生可能エネルギー法の円滑な施行に向けた賦課金の減免補填をするために、

費用負担調整機関が電気事業者に対し交付する交付金への充当を実施しました（詳細は下部

掲載。）。 
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再生可能エネルギー固定買取制度施行事業費補助金の内訳 

（平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日）            （単位：円） 

区分 内容 金額 

賦課金の特例

に係る費用 

○電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達

に関する特別措置法（以下「法」という。）第１７条

第１項の規定による認定を受けた事業所に係る賦課金

の減免分の補填 

○法附則第９条の規定による東日本大震災により著しい

被害を受けた電気の使用者に対する賦課金の減免分の

補填 

18,381,806,492 

 

 

【平成２５年度 収支決算書】 

 

別添参照 


